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1. 概要 

 本研究は、世界中で感染を拡大している新型コロナウイル

ス（COVID-19）が経済社会、特に産業に与える影響を検討す

ることを目的とする。具体的には、感染拡大が各産業分野に

どのように影響したかについて、産業ごとの収益性に焦点を

当て分析する。以下に示すように、本研究では、特に社会構

造や働き方の変革（例えばリモートワークなど）により多大

な影響を受けたと考えられる情報通信業と、人の移動を制限

された事によって影響を受けた陸運・海運・空運に焦点を当

てて考察する。 

 

2. 背景 

過去の日本経済を振り返ると、高度経済成長の始まりであ

る、1955-57年の神武景気や 1958-61年の岩戸景気を境に、

1963-64年にはオリンピック東京大会開催によって好景気と

なった。また 1966-70年には長期間に渡り、好景気が継続し

たいざなぎ景気などによって、日本は資本主義国第２位に成

長した。 

しかし 1973-74年に第一次オイルショックが起きた事もあ

り、日本の高度経済成長は終わった。そして 1980年代後半の

バブル経済が終わり、平成不況が深刻化し 2000年にかけて長

期の不況を迎えた。さらに 2008年にはリーマンショックによ

って大きな影響を受け、日本の実質 GDP はマイナスに転じた

（国土交通省 2013）。 

 

 

 

 

 

 

（図表 1）実質 GDPと実質経済成長率の推移（1955-2011） 

（出典：内閣府「国民経済計算」より国土交通省作成） 

 

そして現在、過去に前例のない新型コロナウイルスの感染

拡大は、人々の意思決定・経済活動に多大な影響を与え、世

界の不確実性はかつてない水準にまで高まっている。 

（図表 2）に示したとおり、2020年におけるわが国の実質

GDPはマイナスであり、2008年のリーマンショックよりも悪

化している（経済産業省 2020）。 

 

（図表 2）日本の実質 GDP成長率の推移 

（出典：世界銀行「Global Economic Prospects, June 2020」

を基に作成） 
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 これについて、通商白書（2020）には、以下のような記述

がある。 

 

特に新型コロナウイルスは供給ショックと需要ショックの

双方に経済影響を与えたと言われている。供給ショックはサ

プライチェーンの寸断、サービスの提供停止、需要ショック

は対面サービスの需要急減、人の移動に関連した需要の制限

であり、需要供給の双方に影響する為、過去最大レベルの経

済悪化に陥っている。自然災害が発生した場合、生産設備や

社会資本が破壊される事による供給ショックが大きいが、範

囲が局地的に留まる点や、被害のない別の地域住民からの援

助や支援を受けることができる（通商白書 2020）。 

 

また、新型コロナウイルスは人から人に感染が拡大するが、

特に人の移動に伴って世界規模にすさまじいスピードで広が

るため世界経済に多大な影響を及ぼしている。実質消費支出

の推移を見ても（図表 3）、2020年の 5月にはマイナス 16.2％

まで悪化し、7月頃から GO TO トラベルの効果によって旅行

関連による個人消費がやや回復したものの依然として厳しい

状況にある事が分かる（総務省 2020）。 

これらの現状から、感染の収束が不透明である以上、アフ

ターコロナ、ウィズコロナといった観点から様々な対策が必

要であると考えられる。 

 

（図表 3）実質消費支出（2人以上の世帯・対前年増減率） 

（出典：総務省 2020） 

 

一方で、コロナ禍において人々の生活様式は激変している。

例えば、人と人の接触を避けるために、必要以外の外出を控

えなければならない。そのため家に居る時間が増え、平日の

昼にデータ通信量が最大 50％を超える増加をした。 

また、テレワークを推進する企業の増加によって、ZOOMの

会議参加者が 1日あたり 1千万人から 3億人と約 30倍に増加

した（経済産業省 2020）。 

 このような変化を前提とすると、今後はデジタル化に向け

て情報通信およびデジタル・データの互換に関連するインフ

ラの強化が必要不可欠であると考えられる。以上の議論から、

以下では特に情報通信産業及び陸運・海運・空運に焦点を当

て、コロナウイルスが産業に与える影響について検討する。 

 

3. 先行研究 

 金目（2020）は新型コロナウイルスと東日本大震災を比較

し、以下のような指摘をしている。 

 

東日本大震災によって、鉄道網、幹線道路が寸断され、物

流網も機能せず地域経済は麻痺していた。しかし、復興特需

により経済の回復は早く、地元企業の収益やその従業員の賃

金が下支えられた。一方、新型コロナウイルスは自然災害の

ように復興すべき施設はなく、公共事業によって経済を回復

させるという性質ではない為、自然災害とはダメージの性格

が異なると指摘している（金目 2020）。 

 

また、水尾 高見（2020）では、以下のような指摘をして

いる。 

 

東日本大震災は日本のみの局地的な被害であることに対し

て、感染症は世界中に被害が及び、長期的なものである為深

刻な問題である。震災の教訓を生かし、製造業では複数の国

に工場を分散させリスクヘッジをしてきた企業もあるが、世

界中で同時期に生産活動が止まる予想外の事態となった（水

尾 高見 2020）。 
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上記 2つの研究結果を見ると、自然災害と新型コロナウイ

ルスを比較すると感染症が経済に与える影響は多大であり、

また特殊である事が分かる。 

これらを踏まえ、本研究ではコロナウイルスが経済に与え

る影響を検証し、産業の中でも得に情報通信産業に焦点を当

てることとする。 

 

4. 研究方法 

本研究は、まず東証 1部上場会社の情報通信業 160社と陸

運・海運・空運 53社の「売上・経常利益・純利益・総資産・

自己資本比率・自己資本利益率・営業 CF」を各社の有価証券

報告書から抽出し、データをまとめる。次にコロナ前と後、

2019年と 2020年を比較分析する。 

そして、各産業の平均の差の検定を行い、その結果を基に

2019年から 2020年にかけて収益が上昇、または下落してい

る企業を抽出し、それらの企業がどのような商品を取り扱っ

ているのか、またどのような需要があるのかまで掘り下げて

検討する。 

 

5. 結果 

（図表 4）売上高 検証結果（2019-2020 増分） 

 

 

（図表 5）売上高利益率 検証結果（2020） 

 

 

 

 

 

 

（図表 6）ROE 検証結果（2020） 

 

 

（図表 7）CF/総資産 検証結果 （2020） 

 

 

検証を行った結果、売上は、2019年から 20年にかけて、

情報通信業は大幅に伸長した一方で、陸・海・空運業は大き

く下落している。情報通信業は 4,514,676 千円と平均が増加

しているのに対して、陸・海・空運は-11,732,256 千円とマ

イナスに転じている（図表 4）。コロナウイルスの影響は、

陸・海・空運といった人の移動を伴う顧客サービス提供事業

者にとって決して小さなものではない事が分かる。 

さらにコロナウイルスの影響を受けた 2020年の売上高利

益率、ROE、CF/総資産を見ると、統計的に有意な差があるこ

とが確認できる（5%水準）。またそれぞれの平均を見ると、3

つの項目全てで陸・海・空運より情報通信業が上回っており、

その差は顕著に表れている（図表 5.6.7）。 

このように、財務諸表を見ると生活様式の変化によって情

報通信業全体では財務状況が堅調であるが、陸・海・空運は

大きな打撃を受けている。これらの数値を元に、さらに分野

ごとに詳細に分析する。 

(図表 8)に示した通り、情報通信業において 2019年から

2020年にかけて好調な企業の特徴は、自粛などで巣ごもりや

テレワーク人口が増加するなどの生活様式の変化による効果

が大きかった。また、５Gなどのネットワーク関連はもちろ

ん、電気通信事業が主の企業は、メインではない非通信の商

品や事業の収益が増加、リモートを利用した教育やスマホゲ

ーム、EC事業の急成長が顕著に表れた結果となった。 

しかし、情報通信業でもコロナウイルスの影響で音楽映像

業を主としている企業は、音楽ライブの中止による収益の大

情報・通信（160社） 陸・海・空運（53社）

平均 4,514,676.4 -11,732,256.5 

t値

　　　　　　売上　増分(2019-2020)　　　（千円）

3.102

情報・通信（160社） 陸・海・空運（53社）

平均 0.084 0.049

t値

2020年　売上高利益率

2.923

情報・通信（160社） 陸・海・空運（53社）

平均 0.069 0.029

t値

2020年　ROE

5.102

情報・通信（160社） 陸・海・空運（53社）

平均 0.107 0.065

t値

2020年　CF/総資産

4.536
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幅な低下や、海外事業関連の企業は人の移動や輸出入の制限

など、感染症によって業績が悪化している業種もある事が分

かった。また、店舗営業を行っている場合、休業による店舗

売り上げの低下が原因で業績が下がっている（図表 9）。 

陸・海・空運では GOTOキャンペーンによって収益が回復し

た企業もあるが、人の移動に関連する鉄道や航空関連の大幅

な収益悪化や、企業向け物流が主の企業も大きな影響を受け

た。また、それらの企業のグループ会社も影響を受けており、

旅行関連や遊園地などのレジャー施設を運営しているグルー

プを持つ企業は、グループ全体で影響を受けた（図表 10）。 

特に業績が悪化した企業に焦点を当てると、情報通信業は

比較的コロナウイルス以外の面での理由が多く見られたが、

陸・海・空運はコロナウイルスの影響がほとんどであった。 

これらの結果から、新型コロナウイルスは社会に多大な影

響を与え、経済を衰弱化させている事が分かる。また、扱う

商品などによって、利益の増減があり、産業の違いによって、

影響を受ける分野と比較的影響の少ない分野がある事が示さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表 8）情報・通信業 業績 UP（2019-2020） 

 

（図表 9）情報・通信業 業績 DOWN（2019-2020） 
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（図表 10）陸運・海運・空運 業績 DOWN（2019-2020） 

 

 

６. まとめ 

 本研究では、新型コロナウイルスが社会に与える影響につ

いて検討すると共に、各産業に与えた影響について検証した。 

現在大学生である自分自身、またその周りも新型コロナウ

イルスによって生活様式が一変している。学校の授業はリモ

ートでの参加が主となり、就職活動も ZOOM を用いた面接が増

加した。また部活動の練習も、全体練習ではなく少人数の自

主練習になるなどの影響を受けている。 

 これらを踏まえ、本研究では企業の財務状況に焦点を当て

て分析を行ったが、情報通信と陸・海・空運といった二つの

分野の中でさえ顕著に差が生じていることが理解できた。今

後は自然災害やバブル、リーマンショックなどによる経済へ

の打撃、現在のようなウイルスの流行による影響を最低限に

抑えるために、日常的にリスクマネジメントを行うことが必

要であると考えられる。 

 また、多くの産業に多大な影響を及ぼすという点から、今

後も本研究で取り上げた観点から継続的な分析を行い、当該

分析結果から、今後想定外の事象が生じた際の対策を十分に

準備しておくことが重要であると考えられる。 
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